


高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩＣ）の取組及び実績 

 
１ 事業の概要 
・「高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩＣ：エイミック）」は、「(1)最先端の研究開発」、
「(2)中小企業の課題解決支援」、「(3)産業人材の育成」の３つの課題を１カ所で行う、県内
ものづくり中小企業を元気にするための拠点施設です。 
・ここでは、複数の企業・組織が「連携」して新しい事業や研究等に取り組むことで、それぞれ
が持つ「強み」を効果的に発揮することができるよう事業を進めています。 
 
(1)最先端の研究開発 
・ＡＭＩＣには、現在１５のプロジェクトが入居し、研究開発を実施しています。主な研究内容
は以下のとおりです。 
【主な研究概要】 
①レアメタルの一種であるセリウム（※フラットパネルディスプレイ等のガラス研磨剤として
使用）の代替材料の開発（ＮＥＤＯ採択事業） 
②今後様々な分野への応用が期待されるシート型(薄型)のポリマーリチウム二次電池の開発
（文部科学省採択事業） 
③その他、民間主体による太陽電池、燃料電池関係等の研究開発 
 
【研究成果の県内企業への波及効果】 
・これらプロジェクトの研究成果が、県内企業の新たな事業展開等に結びつきつつあります。 
①セリウムプロジェクトに参画している(株)小林機械製作所(四日市市)が、従来の１０分の１の
セリウム使用量で研磨可能な新型装置を開発中 
②Ａ社(四日市市)が、研磨機のパッドのアタッチメントを製品化し、販売を開始 
③Ｂ社(四日市市)が、将来的に研磨剤の製品化のため、サンプル出荷 
 
(2)中小企業の課題解決支援 
・高度な専門的知識・技術をもったコーディネーターを配し、企業訪問による個別相談やＡＭＩ
Ｃの評価計測機器の開放により中小企業の課題解決などの支援を行っています。 
 
技術相談コーディネーター（５名）による支援 
・技術相談コーディネーターが企業訪問により、技術相談や国等の競争的資金の獲得など、課題
解決に向けた支援を行っています。 
（参考）企業訪問件数  
平成２０年度：３２３件、平成２１年度：２９２件、平成２２年度：３７２件 
【成果事例】 
①（株）ヨシザワ（鈴鹿市）、富士電機サーモシステムズ(株)（鈴鹿市）、(株)ロンビック（四日
市市）、富士物流（株）（四日市市））の４社が連携して、難燃性でリサイクルが困難な発泡樹
脂（ポリエチレン等）を、高温スチームを用いてリサイクル、シート化して包装資材として再
利用する技術を開発し、現在、市場化に向けた取組が進行中。（ＮＥＤＯエコイノべーション
事業、事業費約１，０００万円） 
②県内企業が、県外大学と連携して新型センサー（ＣＯ２濃度を計測するセンサーの性能向上や
小型化、今後は医療用途へも展開）を開発中。（ＪＳＴへ補助申請中） 
③こうした取組を通じて、９月に(株)ＨＭＥ、伊藤工機(株)(四日市市)、試作サポーター四日市
の三者が新たにＡＭＩＣに入居。 



評価計測機器の開放（評価計測機器アドバイザー１名） 
・８つの評価計測機器を取り揃え、地域の企業に安価にて開放し、中小企業の研究開発の高度化
や課題解決を支援しています。 
【利用事例】 
・自社製品の耐腐食性の優位性の証明、試作開発品のスクリーニング、ＩＳＯ規格による性能証
明など 
 （参考）評価計測機器利用実績（利用件数・利用時間・使用料収入） 
平成２０年度 ８９件 ５,８８２時間 １７５万円 
平成２１年度 １３３件 ７,９１５時間 １３２万円 
平成２２年度 １４９件 ８,２５８時間 １５９万円 

 
 
（3）産業人材の育成 
中小企業単独では取り組むことが困難な実践的な人材育成を、本県に拠点を置く大企業にも
研修施設・ノウハウ・人材等の面で協力をいただきながら、地域の産業特性を踏まえつつ、実
施している。これまで約１，０００名（北勢地区：約７５０名、中勢地区：約１６０名、南勢
地区：約５０名）の方に受講いただいており、９０％以上の受講生から高い満足度の回答をい
ただいています。 
こうした評価の中には、本講座で学んだ事項を自社に取り入れ、稼働率の向上や作業時間、
不良品、その他製造コストの削減等、具体的な成果に繋がったとの意見も多数あります。 
  
 【成果事例】 
 ①企業Ｃ（桑名市）（Ｈ２０） 
  業種 金属加工、樹脂加工、表面処理、熱処理 
  成果 脱脂不良等、ロス排除による再処理率の減少（８.75％→４.78％） 
②企業Ｄ（四日市市）（Ｈ２１）  
   業種 化学（機能性食材、工業用素材等） 
  成果 製品の充填工程の見直しにより、２名で３２秒/袋を要していた作業を、1名３５秒/

袋とすることを実現。 
 ③企業Ｅ （桑名市） （Ｈ２２） 
   業種 輸送用ベアリング等の金属熱処理加工 
  成果 炉止め基準書の作成によりエネルギー比率を１５％以下に削減 




